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「専利審査指南改正草案（再意見募集稿）」修正対照表 

第四部分 

「専利審査指南」 

（2010 年 2 月 1日から施行） 

「専利審査指南改正草案（再意見募集稿）」

（訂正履歴表記あり） 

「専利審査指南改正草案（再意見募集稿）」

（訂正履歴表記なし） 

第四部分第一章 

3.3合議体メンバーの職責分担 

グループ長は、復審又は無効宣告手続の審

査全般、口頭審理、合議会議及び表決につい

て責任を持ち、合議体の審査決定を主任委員

又は副主任委員に報告して、審査許可を受け

る必要があるかを確定する。 

…… 

4. 1人審査

簡単な案件については、1 名で審査を単独

で行うことができる。 

5. 忌避制度と従業禁止

復審又は無効宣告案件の合議体メンバー

第四部分第一章 

3.3合議体メンバーの職責分担 

グループ長は、復審又は無効宣告手続の審

査全般、口頭審理、合議会議及び表決につい

て責任を持ち、合議体の審査決定を主任委員

又は副主任委員部門責任者に報告して、審査

許可を受ける必要があるかを確定する。 

…… 

4. 1人審査

簡単な案件については、1 名で審査を単独

で行うことができる。 

本部分における合議審査の関連規定は 1 人

審査についても適用する。 

第四部分第一章 

3.3合議体メンバーの職責分担 

グループ長は、復審又は無効宣告手続の審

査全般、合議会議及び表決について責任を持

ち、合議体の審査決定を部門責任者に報告し

て、審査許可を受ける必要があるかを確定す

る。 

…… 

4. 1人審査

簡単な案件については、1 名で審査を単独

で行うことができる。 

本部分における合議審査の関連規定は 1 人

審査についても適用する。 
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は、専利法実施細則 37 条で規定された状況の

1 つに該当する場合、自ら忌避しなければな

らない。自ら忌避しなければならない合議体

メンバーが、忌避しない場合には、当事者が

その忌避を請求する権利を有する。 

専利復審委員会主任委員又は副主任委員の

任期において、その近親族は復審又は無効宣

告案件の代理を行ってはならない。処・室責

任者の任期において、その近親族は当該処・

室が審理責任を持つ復審又は無効宣告案件の

代理を行ってはならない。近親族には、配偶

者、父母、子女、兄弟姉妹、祖父母、外祖父

母、孫子女、外孫子女及びその他扶養関係を

有する親族が含まれる。 

専利復審委員会主任委員又は副主任委員は

離任後の 3 年以内、他の要員は離任後の 2 年

以内において、復審又は無効宣告案件の代理

をしてはならない。 

当事者が合議体メンバーの忌避を請求した

場合若しくは代理人が前述の規定に合致して

いないものと判断した場合、書面方式で提出

5. 忌避制度と従業禁止 

復審又は無効宣告案件の合議体メンバー

は、専利法実施細則 3742 条で規定された状況

の 1 つに該当する場合、自ら忌避しなければ

ならない。自ら忌避しなければならない合議

体メンバーが、忌避しない場合には、当事者

がその忌避を請求する権利を有する。 

専利復審委員会主任委員又は副主任委員の

任期において、その近親族は復審又は無効宣

告案件の代理を行ってはならない。処・室責

任者の任期において、その近親族は当該処・

室が審理責任を持つ復審又は無効宣告案件の

代理を行ってはならない。近親族には、配偶

者、父母、子女、兄弟姉妹、祖父母、外祖父

母、孫子女、外孫子女及びその他扶養関係を

有する親族が含まれる。 

専利復審委員会主任委員又は副主任委員は

離任後の 3 年以内、他の要員は離任後の 2 年

以内において、復審又は無効宣告案件の代理

をしてはならない。 

当事者が合議体メンバーの忌避を請求した

5. 忌避制度と従業禁止 

復審又は無効宣告案件の合議体メンバー

は、専利法実施細則 42 条で規定された状況の

1 つに該当する場合、自ら忌避しなければな

らない。自ら忌避しなければならない合議体

メンバーが、忌避しない場合には、当事者が

その忌避を請求する権利を有する。 

当事者が忌避を請求した場合、書面方式で

提出し、かつ理由を説明し、必要な場合には

関連の証拠を添付しなければならない。復審

及び無効審理部が当事者に対して提出した請

求は、書面方式で決定し、当事者に通知しな

ければならない。 

復審及び無効審理部の職員及びその近親族

は従業禁止に係る関連規定を厳格に遵守しな

ければならない。 
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し、かつ理由を説明し、必要な場合には関連

の証拠を添付しなければならない。専利復審

委員会が当事者に対して提出した請求は、書

面方式で決定し、当事者に通知しなければな

らない。 

場合若しくは代理人が前述の規定に合致して

いないものと判断した場合、書面方式で提出

し、かつ理由を説明し、必要な場合には関連

の証拠を添付しなければならない。専利復審

委員会復審及び無効審理部が当事者に対して

提出した請求は、書面方式で決定し、当事者

に通知しなければならない。 

復審及び無効審理部の職員及びその近親族

は、従業禁止に係る関連規定を厳格に遵守し

なければならない。 

第四部分第一章 

6.3審査決定の出版 

対象となる専利出願が公開されていない場

合を除き、専利復審委員会は行われた復審及

び無効宣告請求審査決定の正文のすべてを公

式に出版しなければならない。公式に出版す

べき審査決定について、当事者が審査決定を

不服として法院に提訴し、かつ受理された場

合は、人民法院の判決の発効後に審査決定を

判決書とともに公開する。 

第四部分第一章 

6.3審査決定の出版公開 

対象となる専利出願が公開されていない場

合を除き、専利復審委員会は行われた復審及

び無効宣告請求審査決定の正文のすべてを公

式に出版公開しなければならない。公式に出

版すべき審査決定について、当事者が審査決

定を不服として法院に提訴し、かつ受理され

た場合は、人民法院の判決の発効後に審査決

定を判決書とともに公開する。 

第四部分第一章 

6.3審査決定の公開 

対象となる専利出願が公開されていない場

合を除き、復審及び無効宣告請求審査決定の

正文のすべてを公開しなければならない。 
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第四部分第二章 

3.前置審査 

3.1前置審査の手続 

専利復審委員会は、専利法実施細則 62 条の

規定に基づき、方式審査に合格した復審請求

書（添付されている証明書類及び補正後の出

願書類を含む）については、案件ファイルと

ともに、拒絶査定を下した元の審査部門に転

送され、前置審査が行われる。 

元の審査部門は、前置審査意見を提出し、

前置審査意見書を作成しなければならない。

特別な場合を除き、前置審査は案件ファイル

を受け取った 1 ヶ月以内に完成しなければな

らない。 

…… 

3.3前置審査意見 

（1）元の審査部門は、前置審査意見が前記

類型のいずれに該当するかを説明しなければ

ならない。拒絶査定を維持する場合、維持し

た各種拒絶理由及び当該理由に係る個々の欠

陥についての見解を詳細に説明しなければな

第四部分第二章 

3.前置審査 

3.1前置審査の手続 

専利復審委員会は、専利法実施細則 62 条の

規定に基づき、方式審査に合格した復審請求

書（添付されている証明書類及び補正後の出

願書類を含む）については、方式審査に合格

した後にを案件ファイルとともに拒絶査定を

下した元の審査部門に転送され、前置審査が

行われるとともに、。元の審査部門が前置審

査意見を提出しなければならないする、前置

審査意見書を作成しなければならない。特別

な場合を除き、前置審査は案件ファイルを受

け取った 1 ヶ月以内に完成しなければならな

い。 

…… 

3.3前置審査意見 

（1）元の審査部門は、前置審査意見が前記

類型のいずれに該当するかを説明しなければ

ならない。拒絶査定を維持する場合、維持し

た各種拒絶理由及び当該理由に係る個々の欠

第四部分第二章 

3.前置審査 

3.1前置審査の手続 

復審請求書（添付されている証明書類及び

補正後の出願書類を含む）については、方式

審査に合格した後、審査部門に転送され、前

置審査が行われるとともに、審査部門が前置

審査意見を提出する。 

…… 

3.3前置審査意見 

（1）審査部門は、前置審査意見が前記類型

のいずれに該当するかを説明しなければなら

ない。拒絶査定を維持する場合、維持した各

種拒絶理由及び当該理由に係る個々の欠陥に

ついての見解を詳細に説明しなければならな

い。見解が拒絶査定と同一である場合、簡潔

に説明するものとし、繰り返し説明する必要

はない。。 

（2）復審請求人が補正文書を提出している

場合、審査部門は本章第 4.2 節の規定に基づ

いて審査しなければならない。審査の結果、



— 5 — 

らない。見解が拒絶査定と同一である場合、

簡潔に説明するものとし、繰り返し説明する

必要はない。 

（2）復審請求人が補正文書を提出している

場合、元の審査部門は本章第 4.2 節の規定に

基づいて審査しなければならない。審査の結

果、元の審査部門が、当該補正が本章第 4.2

節の規定に合致していると判断した場合、補

正文書を基礎として前置審査を行わなければ

ならない。元の審査部門は、当該補正が本章

第 4.2 節の規定に合致しないと判断した場

合、拒絶査定を維持し、かつ当該補正が規定

に合致しない旨の見解を詳細に説明するとと

もに、拒絶査定の対象となる出願文書におけ

る各種拒絶理由に係る欠陥について説明をし

なければならない。 

（3）復審請求人が新たな証拠を提出する場

合又は新たな理由を陳述する場合、元の審査

部門は当該証拠又は理由を審査しなければな

らない。 

（4）元の審査部門は、前置審査意見におい

陥についての見解を詳細に説明しなければな

らない。見解が拒絶査定と同一である場合、

簡潔に説明するものとし、繰り返し説明する

必要はない。 

（2）復審請求人が補正文書を提出している

場合、元の審査部門は本章第 4.2 節の規定に

基づいて審査しなければならない。審査の結

果、元の審査部門が、当該補正が本章第 4.2

節の規定に合致していると判断した場合、補

正文書を基礎として前置審査を行わなければ

ならない。元の審査部門は、当該補正が本章

第 4.2 節の規定に合致しないと判断した場

合、拒絶査定を維持し、かつ当該補正が規定

に合致しない旨の見解を詳細に説明するとと

もに、拒絶査定の対象となる出願文書におけ

る各種拒絶理由に係る欠陥について説明をし

なければならない。 

（3）復審請求人が新たな証拠を提出する場

合又は新たな理由を陳述する場合、元の審査

部門は当該証拠又は理由を審査しなければな

らない。 

審査部門が、当該補正が本章第 4.2 節の規定

に合致していると判断した場合、補正文書を

基礎として前置審査を行わなければならな

い。審査部門は、当該補正が本章第 4.2 節の

規定に合致しないと判断した場合、拒絶査定

を維持し、かつ当該補正が規定に合致しない

旨の見解を詳細に説明するとともに、拒絶査

定の対象となる出願文書における各種拒絶理

由に係る欠陥について説明をしなければなら

ない。 

（3）復審請求人が新たな証拠を提出する場

合又は新たな理由を陳述する場合、審査部門

は当該証拠又は理由を審査しなければならな

い。 

（4）審査部門は、前置審査意見において拒

絶理由及び証拠を補足してはならない。ただ

し、以下の場合を除く。 

（ⅰ）拒絶査定及び前置審査意見において

主張した公知な常識に対応する技術用語辞

書、技術マニュアル、教科書など、当該技術

分野における公知で常識的な証拠を補足する
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て拒絶理由及び証拠を補足してはならない。

ただし、以下の場合を除く。 

（ⅰ）拒絶査定及び前置審査意見において

主張した公知な常識に対応する技術用語辞

書、技術マニュアル、教科書など、当該技術

分野における公知で常識的な証拠を補足する

ことができる。 

（ⅱ）拒絶査定では指摘していないもの

の、出願人に告知してある事実や理由、証拠

をもって拒絶するに足る欠陥が審査対象書類

に存在していると判断した場合には、前置審

査意見で当該欠陥を指摘しなければならな

い。 

（ⅲ）拒絶査定で指摘した欠陥が依然とし

て存在していると判断した場合であって、さ

らに審査対象書類にその他の明白な実体的欠

陥又は拒絶査定で指摘された欠陥と同一の性

質の欠陥が存在していると判断したときは、

それらも合わせて指摘することができる。 

例：元の審査部門が審査意見通知書におい

て、元の請求項 1 が専利法 22 条 3 項の規定に

（4）元の審査部門は、前置審査意見におい

て拒絶理由及び証拠を補足してはならない。

ただし、以下の場合を除く。 

（ⅰ）拒絶査定及び前置審査意見において

主張した公知な常識に対応する技術用語辞

書、技術マニュアル、教科書など、当該技術

分野における公知で常識的な証拠を補足する

ことができる。 

（ⅱ）拒絶査定では指摘していないもの

の、出願人に告知してある事実や理由、証拠

をもって拒絶するに足る欠陥が審査対象書類

出願に存在していると判断した場合には、前

置審査意見で当該欠陥を指摘しなければなら

ない。 

（ⅲ）拒絶査定で指摘した欠陥が依然とし

て存在していると判断した場合であって、さ

らに審査対象書類出願にその他本章第 4.1 節

（1）（3）（4）に掲げる明白な実体的欠陥又

は拒絶査定で指摘された欠陥と性質の同一な

欠陥が存在していると判断したときは、それ

らも合わせて指摘することができる。 

ことができる。 

（ⅱ）拒絶査定では指摘していないもの

の、出願人に告知してある事実や理由、証拠

をもって拒絶するに足る欠陥が出願に存在し

ていると判断した場合には、前置審査意見で

当該欠陥を指摘しなければならない。 

（ⅲ）拒絶査定で指摘した欠陥が依然とし

て存在していると判断した場合であって、さ

らに出願に本章第 4.1 節（1）（3）（4）に

掲げる欠陥が存在していると判断したとき

は、それらも合わせて指摘することができ

る。 

（ⅲ）拒絶査定で指摘した欠陥が依然とし

て存在していると判断した場合であって、さ

らに出願に本章第 4.1 節（1）（3）（4）に

掲げるが存在していると判断したときは、そ

れらも合わせて指摘することができる。 

例：審査部門が審査意見通知書において、

元の請求項 1 が専利法 22 条 3 項の規定に合致

しない旨を指摘し、最終的には補正が専利法

33 条の規定に合致しないことを理由に拒絶査
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合致しない旨を指摘し、最終的には補正が専

利法 33 条の規定に合致しないことを理由に拒

絶査定を下した。復審請求人が出願書類を元

の出願書類に補正したものの、元の審査部門

が、前述の専利法 22 条 3 項の規定に合致しな

い欠陥が依然として存在していると判断した

場合、（ⅱ）に該当することになるが、この

ような場合には、元の審査部門は前置審査意

見で当該欠陥についても指摘しなければなら

ない。 

（5）前置審査意見が本章第 3.2 節で規定す

る（1）又は（2）に該当する場合、専利復審

委員会は合議審査を行う代わりに、前置審査

意見に基づいて復審決定を行い、復審請求人

に通知する。さらに、元の審査部門は、審査

許可手続を継続して進めなければならない。

元の審査部門は、専利復審委員会による復審

決定を受けずに直接に審査許可手続を行って

はならない。 

例：元の審査部門が審査意見通知書におい

て、元の請求項 1 が専利法 22 条 3 項の規定に

合致しない旨を指摘し、最終的には補正が専

利法 33 条の規定に合致しないことを理由に拒

絶査定を下した。復審請求人が出願書類を元

の出願書類に補正したものの、元の審査部門

が、前述の専利法 22 条 3 項の規定に合致しな

い欠陥が依然として存在していると判断した

場合、（ⅱ）に該当することになるが、この

ような場合には、元の審査部門は前置審査意

見で当該欠陥についても指摘しなければなら

ない。 

（5）前置審査意見が本章第 3.2 節で規定

する（1）又は（2）に該当する場合、専利復

審委員会復審及び無効審理部は合議審査を行

う代わりに、前置審査意見に基づいて復審決

定を行い、復審請求人に通知する。元の審査

部門は、審査許可手続を継続して進めなけれ

ばならない。元の審査部門は、専利復審委員

会復審及び無効審理部による復審決定を受け

ずに直接に審査許可手続を行ってはならな

定を下した。復審請求人が出願書類を元の出

願書類に補正したものの、元の審査部門が、

前述の専利法 22 条 3 項の規定に合致しない欠

陥が依然として存在していると判断した場

合、（ⅱ）に該当することになるが、このよ

うな場合には、前置審査意見で当該欠陥につ

いても指摘しなければならない。 

（5）前置審査意見が本章第 3.2 節で規定

する（1）又は（2）に該当する場合、復審及

び無効審理部は合議審査を行う代わりに、前

置審査意見に基づいて復審決定を行い、復審

請求人に通知する。審査部門は、審査許可手

続を継続して進めなければならない。元の審

査部門は、復審及び無効審理部による復審決

定を受けずに直接に審査許可手続を行っては

ならない。 
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い。 

第四部分第二章  

9.復審手続の終了 

期間が満了になっても回答がないために復

審請求が取り下げられたとみなされた場合、

復審手続は終了する。 

復審決定が行なわれる前に、復審請求人が

その復審請求を取り下げた場合、復審手続は

終了する。 

受理された復審請求が受理条件に合致しな

いとして却下された場合、復審手続は終了す

る。 

復審決定が行なわれた後に、復審請求人が

当該決定に対して不服がある場合、専利法 41

条 2 項の規定に基づき、復審決定を受け取っ

た日から起算して 3 ヶ月以内に人民法院に提

訴することができる。所定の期間内に提訴し

ていない場合、又は人民法院の発効判決で当

該復審決定が維持された場合、復審手続は終

了する。 

第四部分第二章  

9.復審手続の終了 

期間が満了になっても回答がないために復

審請求が取り下げられたとみなされた場合、

復審手続は終了する。 

復審決定が行なわれる前に、復審請求人が

その復審請求を取り下げた場合、復審手続は

終了する。 

受理された復審請求が受理条件に合致しな

いとして却下された場合、復審手続は終了す

る。 

復審決定が行なわれた後に、復審請求人が

当該決定に対して不服がある場合、専利法 41

条 2 項の規定に基づき、復審決定を受け取っ

た日から起算して 3 ヶ月以内に人民法院に提

訴することができる。所定の期間内に提訴し

ていない場合、又は人民法院の発効判決で当

該復審決定が維持された場合、復審手続は終

了する。 

第四部分第二章  

9.復審手続の終了 

期間が満了になっても回答がないために復

審請求が取り下げられたとみなされた場合、

復審手続は終了する。 

復審決定が行なわれる前に、復審請求人が

その復審請求を取り下げた場合、復審手続は

終了する。 

受理された復審請求が受理条件に合致しな

いとして却下された場合、復審手続は終了す

る。 
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第四部分第三章 

2.2当事者処置の原則 

…… 

無効宣告手続において、専利権者が一部の

請求項又は複数の意匠の一部について放棄を

宣言した場合、専利権者が当該請求項又は意

匠について最初から専利法及びその実施細則

の関連規定に合致しないこと、及び、当該請

求項又は意匠に対する請求人の無効宣告請求

を認めたものとみなし、当該請求項又は意匠

の無効宣告主張に対する請求人の挙証責任を

免除する。 

第四部分第三章 

2.2当事者処置の原則 

…… 

無効宣告手続において、専利権者が一部の

請求項又は複数の意匠の一部について放棄を

宣言した場合、専利権者が当該請求項又は意

匠について最初から専利法及びその実施細則

の関連規定に合致しないこと、及び、当該請

求項又は意匠に対する請求人の無効宣告請求

を認めたものとみなし、当該請求項又は意匠

の無効宣告主張に対する請求人の挙証責任を

免除する。専利権者による専利権の放棄が第

三者の適法な権益及び公共の利益を妨げない

場合、無効宣告審査決定によって当該権利処

分行為に対しての確認を行う。 

第四部分第三章 

2.2当事者処置の原則 

…… 

無効宣告手続において、専利権者が請求項

又は意匠について放棄を宣言した場合、専利

権者が当該請求項又は意匠について最初から

専利法及びその実施細則の関連規定に合致し

ないこと、及び、当該請求項又は意匠に対す

る請求人の無効宣告請求を認めたものとみな

し、当該請求項又は意匠の無効宣告主張に対

する請求人の挙証責任を免除する。専利権者

による専利権の放棄が第三者の適法な権益及

び公共の利益を妨げない場合、無効宣告審査

決定によって当該権利処分行為に対しての確

認を行う。 

第四部分第三章 

3.1無効宣告請求の客体 

…… 

専利復審委員会が専利権の全部又は一部の

無効を宣告する旨の審査決定を行った後、当

事者が、当該審査決定を受け取った日から起

第四部分第三章 

3.1無効宣告請求の客体 

…… 

専利復審委員会で専利権の全部又は一部の

無効を宣告する旨の審査決定が行われた後、

当事者が当該審査決定を受け取った日から起

第四部分第三章 

3.1無効宣告請求の客体 

…… 

専利権の全部又は一部の無効を宣告する旨

の審査決定が行われた後、当該決定によって

無効宣告された専利権を対象として提出され
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算して 3 ヶ月以内に人民法院に提訴していな

い場合又は人民法院の発効判決で当該審査決

定が維持された場合、当該決定によって無効

宣告された専利権を対象として提出された無

効宣告請求を受理しないものとする。 

算する 3 ヶ月以内に人民法院に提訴していな

いか、若しくは人民法院の発効判決で当該審

査決定を維持した場合、当該決定によって無

効宣告された専利権を対象として提出された

無効宣告請求を受理しないものとする。ただ

し、当該審査決定が人民法院の発効判決によ

って取り消された場合を除く。 

た無効宣告請求を受理しないものとする。た

だし、当該審査決定が人民法院の発効判決に

よって取り消された場合を除く。 

第四部分第三章 

3.6委任手続 

…… 

（4）専利法 19 条 1 項で規定された専利代

理機構に委託しなければならない請求人が、

規定に基づく委託をしていない場合、当該無

効宣告請求を受理しないものとする。 

…… 

（6）当事者が公民に代理を委任する場合、

専利代理機構への委任に関連する規定を参照

して取り扱うものとする。公民の代理権限

は、口頭審理における意見陳述及び審理廷か

ら転送される書類の受け取りに限定される。 

…… 

第四部分第三章 

3.6委任手続 

…… 

（4）専利法 1918 条 1 項で規定された専利

代理機構に委託しなければならない請求人

が、規定に基づく委託をしていない場合、当

該無効宣告請求を受理しないものとする。 

…… 

（6）当事者が公民その近親族又は職員に代

理を委任する場合、専利代理機構への委任に

関連する規定を参照して取り扱うものとす

る。公民近親族又は職員の代理権限は、口頭

審理における意見陳述及び審理廷から転送さ

れる種類の受け取りに限定される。 

第四部分第三章 

3.6委任手続 

…… 

（4）専利法 18 条 1 項で規定された専利代

理機構に委託しなければならない請求人が、

規定に基づく委託をしていない場合、当該無

効宣告請求を受理しないものとする。 

…… 

（6）当事者がその近親族又は職員に代理を

委任する場合、専利代理機構への委任に関連

する規定を参照して取り扱うものとする。近

親族又は職員の代理権限は、口頭審理におけ

る意見陳述及び審理廷から転送される種類の

受け取りに限定される。 
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 前述の近親族には配偶者、父母、子女、兄

弟姉妹、祖父母、外祖父母、孫子女、外孫子

女及びその他扶養関係を有する親族が含まれ

る。代理人が当事者の近親族である場合、戸

籍簿、婚姻証明書、出生証明書、養子縁組証

明書、公安機関証明書、住民（村民）委員会

証明書、発効裁判文書又は身上調書等の委任

者との身元関係のを示す証明書類を提出しな

ければならない。 

代理人が当事者の職員である場合、労働契

約書、社会保険納付記録、給与支払記録等の

委任者と適法な人事関係を有することを証明

するに足る証明書類を提出しなければならな

い。当事者が機関・政府系事業組織である場

合、組織が発行した、当該職員の職務、労働

期間を記載した書面の証明を提出しなければ

ならない。 

（7）以下に掲げる事項について、専利代理

人師は特別権限委任状を有しなければならな

い。 

（i）専利権者の代理人師が、請求人による

前述の近親族には配偶者、父母、子女、兄

弟姉妹、祖父母、外祖父母、孫子女、外孫子

女及びその他扶養関係を有する親族が含まれ

る。代理人が当事者の近親族である場合、戸

籍簿、婚姻証明書、出生証明書、養子縁組証

明書、公安機関証明書、住民（村民）委員会

証明書、発効裁判文書又は身上調書等の委任

者との身元関係を示す証明書類を提出しなけ

ればならない。 

代理人が当事者の職員である場合、労働契

約書、社会保険納付記録、給与支払記録等の

委任者と適法な人事関係を有することを証明

するに足る証明書類を提出しなければならな

い。当事者が機関・政府系事業組織である場

合、組織が発行した、当該職員の職務、労働

期間を記載した書面の証明を提出しなければ

ならない。 

（7）以下に掲げる事項について、専利代理

師は特別権限委任状を有しなければならな

い。 

（i）専利権者の代理師が、請求人による無
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無効宣告請求を代行して認める。 

（ii）専利権者の代理人師が、権利要求書

の補正を代行する。 

（iii）代理人師が、和解を代行する。 

（iv）請求人の代理人師が、無効宣告請求

の取り下げを代行する。 

…… 

効宣告請求を代行して認める。 

（ii）専利権者の代理師が、権利要求書の

補正を代行する。 

（iii）代理師が、和解を代行する。 

（iv）請求人の代理師が、無効宣告請求の

取り下げを代行する。 

…… 

第四部分第三章 

3.7方式審査通知書 

…… 

（4）受理した無効宣告請求について、先行

する専利権の無効又は一部無効に係る審査決

定の発効を待つために一時的に審査すること

ができない場合、専利復審委員会は通知書を

発行して、請求人と専利権者に通知しなけれ

ばならない。専利復審委員会は、先行する審

査決定が発効した後、又は、人民法院の発効

判決により取り消された後に、速やかに審査

を再開しなければならない。 

（5）専利復審委員会は、受理した無効宣告

請求が専利権侵害をめぐる事件に関連するも

第四部分第三章 

3.7 権利の帰属をめぐる紛争の当事者が無

効宣告手続に参加する方式審査 

当事者が手続中止請求を提出したが、専利

権無効宣告手続の審理が中止されなかった場

合、専利権権利の帰属をめぐる紛争の当事者

は、無効宣告手続への参加を請求することが

できる。 

専利権の帰属をめぐる紛争の当事者が無効

宣告手続への参加を請求する場合、無効宣告

手続への参加請求書、及び権利の帰属をめぐ

る紛争が人民法院又は地方の知的財産権管轄

部門に受理された旨の証明書類を提出しなけ

ればならない。復審及び無効審理部は、方式

第四部分第三章 

3.7 権利の帰属をめぐる紛争の当事者が無

効宣告手続に参加する方式審査 

当事者が手続中止請求を提出したが、専利

権無効宣告手続の審理が中止されなかった場

合、専利権権利の帰属をめぐる紛争の当事者

は、無効宣告手続への参加を請求することが

できる。 

専利権の帰属をめぐる紛争の当事者が無効

宣告手続への参加を請求する場合、無効宣告

手続への参加請求書、及び権利の帰属をめぐ

る紛争が人民法院又は地方の知的財産権管轄

部門に受理された旨の証明書類を提出しなけ

ればならない。復審及び無効審理部は、方式
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のである場合において、人民法院、地方の知

的財産権管轄部門又は当事者からの請求に応

じ、当該専利権侵害をめぐる事件を取り扱う

人民法院又は地方の知的財産権管轄部門に対

して、無効宣告請求案件審査状態通知書を発

行することができる。 

審査を経た後、当該権利の帰属をめぐる紛争

の当事者に無効宣告手続への参加を許可する

か否かの通知書を発行しなければならない。 

権利の帰属をめぐる紛争の当事者は、無効

宣告手続において、意見を提出し、合議体に

よる無効宣告案件審理時の参考に供すること

ができる。 

3.8方式審査通知書 

…… 

（4）受理した無効宣告請求について、先行

する専利権の無効又は一部無効に係る無効宣

告請求審査決定の発効を待つために関連する

ものであるために一時的に審査することがで

きない場合、専利復審委員会復審及び無効審

理部は通知書を発行して、請求人と専利権者

に通知しなければならない。先行する審査決

定が発効した後、又は、人民法院の発効判決

により取り消された後に、影響を与えるが除

去された後に、専利復審委員会速やかに審査

を再開しなければならない。 

（5）専利復審委員会復審及び無効審理部

審査を経た後、当該権利の帰属をめぐる紛争

の当事者に無効宣告手続への参加を許可する

か否かの通知書を発行しなければならない。 

権利の帰属をめぐる紛争の当事者は、無効

宣告手続において、意見を提出し、合議体に

よる無効宣告案件審理時の参考に供すること

ができる。 

3.8方式審査通知書 

…… 

（4）受理した無効宣告請求について、先行

する無効宣告請求審査決定に関連するもので

あるために一時的に審査することができない

場合、復審及び無効審理部は通知書を発行し

て、請求人と専利権者に通知しなければなら

ない。影響を与える要因が除去された後に、

速やかに審査を再開しなければならない。 

（5）復審及び無効審理部は、受理した無効

宣告請求で専利権侵害をめぐる事件に関連す

るものである場合において、人民法院、地方

の知的財産権管轄部門又は当事者からの請求

に応じ、当該専利権侵害をめぐる事件を取り
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は、受理した無効宣告請求が専利権侵害をめ

ぐる事件に関連するものである場合におい

て、人民法院、地方の知的財産権管轄部門又

は当事者からの請求に応じ、当該専利権侵害

をめぐる事件を取り扱う人民法院又は地方の

知的財産権管轄部門に対して、無効宣告請求

案件審査状態通知書を発行することができ

る。 

（6）復審及び無効審理部は、受理した無効

宣告請求が権利の帰属をめぐる紛争に関連す

るものである場合、無効宣告手続への参加が

許可された権利の帰属をめぐる紛争の当事者

に対して無効宣告請求案件審査状態通知書を

発行しなければならない。 

扱う人民法院又は地方の知的財産権管轄部門

に対して、無効宣告請求案件審査状態通知書

を発行することができる。 

（6）復審及び無効審理部は、受理した無効

宣告請求が権利の帰属をめぐる紛争に関連す

るものである場合、無効宣告手続への参加が

許可された権利の帰属をめぐる紛争の当事者

に対して無効宣告請求案件審査状態通知書を

発行しなければならない。 

第四部分第三章 

4.1審査の範囲 

無効宣告手続において、専利復審委員会は

通常、無効宣告請求の範囲と理由及び当事者

が提出した証拠のみを対象として審査をする

ものとし、専利の有効性を全面的に審査する

義務を負わない。 

第四部分第三章 

4.1審査の範囲 

無効宣告手続において、専利復審委員会合

議体は通常、無効宣告請求の範囲と理由及び

当事者が提出した証拠のみを対象として審査

をする。必要に応じて、専利権にその他の専

利法及びその実施細則の関連規定の明らかな

第四部分第三章 

4.1審査の範囲 

無効宣告手続において、合議体は通常、無

効宣告請求の範囲と理由及び当事者が提出し

た証拠のみを対象として審査をする。必要に

応じて、専利権にその他の専利法及びその実

施細則の関連規定の明らかな違反が存在する
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…… 違反が存在する状況について審査を行うこと

ができるが、専利の有効性を全面的に審査す

る義務を負わない。 

…… 

状況について審査を行うことができるが、専

利の有効性を全面的に審査する義務を負わな

い。 

…… 

第四部分第三章 

4.6無効宣告手続における専利書類の補正 

4.6.1補正の原則 

専利又は実用新案の専利書類の補正につい

ては、権利要求書に限定される。その原則は

次のとおりである。 

…… 

4.6.2補正の方式 

前記の補正原則を満たすことを前提とし

て、権利要求書に対する補正の具体的な方式

は一般的に、請求項の削除、技術案の削除、

請求項のさらなる限定、明らかな誤りの修正

に限る。 

…… 

第四部分第三章 

4.6無効宣告手続における専利書類の補正 

4.6.1補正の原則 

専利又は実用新案の専利書類の補正につい

ては、権利要求書に限定され、かつ無効宣告

の理由又は合議体が指摘した不備についての

補正でなければならない。その原則は次のと

おりである。 

…… 

4.6.2補正の方式 

前記の補正原則を満たすことを前提とし

て、権利要求書に対する補正の具体的な方式

は一般的に、請求項の削除、技術案の削除、

請求項のさらなる限定、明らかな誤りの修正

訂正に限る。 

…… 

第四部分第三章 

4.6無効宣告手続における専利書類の補正 

4.6.1補正の原則 

専利又は実用新案の専利書類の補正につい

ては、権利要求書に限定され、かつ無効宣告

の理由又は合議体が指摘した不備についての

補正でなければならない。その原則は次のと

おりである。 

…… 

4.6.2補正の方式 

前記の補正原則を満たすことを前提とし

て、権利要求書に対する補正の具体的な方式

は一般的に、請求項の削除、技術案の削除、

請求項のさらなる限定、明らかな誤りの訂正

に限る。 

…… 
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 第四部分第三章 

7.意匠の国際出願に係る送達 

復審及び無効宣告請求審査手続のうち、意

匠の国際出願に関するものにおいて、中国本

土に住所がない当事者への書類送達について

は、郵送、ファックス、電子メール、公告等

の送達方式を用いることができる。公告送達

を用いる場合、公告日から起算して満 1 ヶ月

で、送達されたものとみなす。 

第四部分第三章 

7.意匠の国際出願に係る送達 

復審及び無効宣告請求審査手続のうち、意

匠の国際出願に関するものにおいて、中国本

土に住所がない当事者への書類送達について

は、郵送、ファックス、電子メール、公告等

の送達方式を用いることができる。公告送達

を用いる場合、公告日から起算して満 1 ヶ月

で、送達されたものとみなす。 

第四部分第三章 

7. 無効宣告手続の終了 

…… 

専利復審委員会で無効宣告請求の審査決定

が行なわれた後に、当事者が当該審査決定を

受け取った日から起算して 3 ヶ月以内に人民

法院に提訴していない場合又は人民法院の発

効判決において当該復審決定が維持された場

合、当該専利権を対象とするその他すべての

無効宣告手続を終了する。 

専利復審委員会において専利権の全部の無

効を宣告する審査決定が下された後、当事者

第四部分第三章 

78. 無効宣告手続の終了 

…… 

専利復審委員会で無効宣告請求の審査決定

が行なわれた後に、当事者が当該審査決定を

受け取った日から起算して 3 ヶ月以内に人民

法院に提訴していない場合又は人民法院の発

効判決において当該復審決定が維持された場

合、当該専利権を対象とするその他すべての

無効宣告手続を終了する。 

専利復審委員会において専利権の全部の無

効を宣告する審査決定が下された後、当事者

第四部分第三章 

8. 無効宣告手続の終了 

…… 
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が当該審査決定を受け取った日から起算して

3 ヶ月以内に人民法院に提訴していない場合

又は人民法院の発効判決において当該審査決

定が維持された場合、当該専利権を対象とす

るその他すべての無効宣告手続を終了する。 

が当該審査決定を受け取った日から起算して

3 ヶ月以内に人民法院に提訴していない場合

又は人民法院の発効判決において当該審査決

定が維持された場合、当該専利権を対象とす

るその他すべての無効宣告手続を終了する。 

 第四部分第三章 

9.医薬品専利紛争の早期解決メカニズムに

関する無効宣告請求案件審査の特別規定 

医薬品専利紛争の早期解決メカニズムに関

する無効宣告請求案件とは、専利法第 76 条に

掲げる医薬品市販承認申請者（ジェネリック

医薬品申請者ともいう）が、無効宣告請求人

として、中国の市販医薬品専利情報登記プラ

ットフォームに登記された専利権について無

効宣告請求を提出した案件をいう。 

9.1 請求書及び証明書類 

ジェネリック医薬品申請者が「医薬品専利

紛争早期解決メカニズム実施弁法（試行）」

の関連規定に基づき第 4 類の声明を提出した

後に無効宣告請求を提出する場合、請求書に

おいて案件が医薬品専利紛争早期解決メカニ

第四部分第三章 

9.医薬品専利紛争の早期解決メカニズムに

関する無効宣告請求案件審査の特別規定 

医薬品専利紛争の早期解決メカニズムに関

する無効宣告請求案件とは、専利法第 76 条に

掲げる医薬品市販承認申請者（ジェネリック

医薬品申請者ともいう）が、無効宣告請求人

として、中国の市販医薬品専利情報登記プラ

ットフォームに登記された専利権について無

効宣告請求を提出した案件をいう。 

9.1 請求書及び証明書類 

ジェネリック医薬品申請者が「医薬品専利

紛争早期解決メカニズム実施弁法（試行）」

の関連規定に基づき第 4 類の声明を提出した

後に無効宣告請求を提出する場合、請求書に

おいて案件が医薬品専利紛争早期解決メカニ
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ズムに関するものである旨の状況について明

記しなければならない。すなわち本案に係る

専利が中国の市販医薬品専利情報登記プラッ

トフォームに登記された専利権に関するもの

であり、請求人は対応する医薬品のジェネリ

ック医薬品申請者であり、かつ第 4 類の声明

を提出しており、ジェネリック医薬品登録申

請受理通知書及び第 4 類の声明書類の副本等

の関連する証明書類を添付している必要があ

る。 

ジェネリック医薬品申請者が、無効宣告請

求を提出した後に、さらに「医薬品専利紛争

早期解決メカニズム実施弁法（試行）」の関

連規定に基づき第 4 類の声明を提出する場

合、当該無効宣告請求案件が医薬品専利紛争

早期解決メカニズムに関するものであること

を示す関連の証拠を速やかに提出しなければ

ならない。口頭審理を行う案件については、

遅くとも口頭審理の弁論が終結するまでに提

出し、口頭審理を行わない案件については、

遅くとも無効宣告決定が下されるまでに提出

ズムに関するものである旨の状況について明

記しなければならない。すなわち本案に係る

専利が中国の市販医薬品専利情報登記プラッ

トフォームに登記された専利権に関するもの

であり、請求人は対応する医薬品のジェネリ

ック医薬品申請者であり、かつ第 4 類の声明

を提出しており、ジェネリック医薬品登録申

請受理通知書及び第 4 類の声明書類の副本等

の関連する証明書類を添付している必要があ

る。 

ジェネリック医薬品申請者が、無効宣告請

求を提出した後に、さらに「医薬品専利紛争

早期解決メカニズム実施弁法（試行）」の関

連規定に基づき第 4 類の声明を提出する場

合、当該無効宣告請求案件が医薬品専利紛争

早期解決メカニズムに関するものであること

を示す関連の証拠を速やかに提出しなければ

ならない。口頭審理を行う案件については、

遅くとも口頭審理の弁論が終結するまでに提

出し、口頭審理を行わない案件については、

遅くとも無効宣告決定が下されるまでに提出
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する必要がある。 

請求人が、提出した無効宣告請求が医薬品

専利紛争早期解決メカニズムに関するもので

あることを示す証拠を規定された期間内に提

供しなかった場合、本節の規定を適用しな

い。 

9.2 審査の順序 

医薬品専利紛争早期解決メカニズムによる

同一の専利権に対する複数の無効宣告請求に

ついては、無効宣告請求を提出した日の前後

によって順序を決定する。 

9.3 審査の基礎 

先行して行われた審査決定において、専利

権者から提出された補正文書を基礎に専利権

の有効性を維持している場合、後に受理され

た無効宣告請求については、前述の補正文書

を基礎として審査を継続することができる。 

9.4 審査状況及び案件終結の通知 

合議体は、人民法院又は国務院医薬品監督

管理部門からの請求に応じ、当該法院又は部

門に対して、無効宣告請求案件審査状況通知

する必要がある。 

請求人が、提出した無効宣告請求が医薬品

専利紛争早期解決メカニズムに関するもので

あることを示す証拠を規定された期間内に提

供しなかった場合、本節の規定を適用しな

い。 

9.2 審査の順序 

医薬品専利紛争早期解決メカニズムによる

同一の専利権に対する複数の無効宣告請求に

ついては、無効宣告請求を提出した日の前後

によって順序を決定する。 

9.3 審査の基礎 

先行して行われた審査決定において、専利

権者から提出された補正文書を基礎に専利権

の有効性を維持している場合、後に受理され

た無効宣告請求については、前述の補正文書

を基礎として審査を継続することができる。 

9.4 審査状況及び案件終結の通知 

合議体は、人民法院又は国務院医薬品監督

管理部門からの請求に応じ、当該法院又は部

門に対して、無効宣告請求案件審査状況通知



— 20 — 

書を発行することができる。 

無効宣告請求審理が開始するまでに、関係

する人民法院又は国務院医薬品監督管理部門

に対して通知した場合において、合議体は審

査決定が下された後に、審査決定及び無効宣

告審査終結通知書を前述の関係部門に送達し

なければならない。 

書を発行することができる。 

無効宣告請求審理が開始するまでに、関係

する人民法院又は国務院医薬品監督管理部門

に対して通知した場合において、合議体は審

査決定が下された後に、審査決定及び無効宣

告審査終結通知書を前述の関係部門に送達し

なければならない。 

第四部分第四章  

3.口頭審理の通知 

無効宣告手続において、口頭審理を実施す

る確かな必要性がある場合、合議体は当事者

に口頭審理通知書を発行して、口頭審理の日

時と場所等を通知しなければならない。確定

された口頭審理の日時と場所は、通常、変更

しないが、特別な事情で変更する必要がある

場合には、当事者双方の合意又は主任委員又

は副主任委員の承認が必要である。当事者

は、口頭審理通知書を受け取った日から 7 日

以内に専利復審委員会に口頭審理通知書の受

領書を提出しなければならない。期間が満了

になっても、無効宣告請求人が受領書を提出

第四部分第四章  

3.口頭審理の通知 

無効宣告手続において、口頭審理を実施す

る確かな必要性がある場合、合議体は当事者

に口頭審理通知書を発行して、口頭審理の日

時と場所等を通知しなければならない。口頭

審理通知を発行する場合、電子専利出願シス

テムを通じて送信することも、郵送、ファッ

クス、電子メール、電話、ショートメッセー

ジ等の方式を用いて当事者に告知することも

できる。確定された口頭審理の日時と場所

は、通常、変更しないが、特別な事情で変更

する必要がある場合には、当事者双方の合意

又は主任委員又は副主任委員部門責任者の承

第四部分第四章  

3.口頭審理の通知 

無効宣告手続において、口頭審理を実施す

る確かな必要性がある場合、合議体は当事者

に口頭審理通知を発行して、口頭審理の日時

と場所等を通知しなければならない。口頭審

理通知を発行する場合、電子専利出願システ

ムを通じて送信することも、郵送、ファック

ス、電子メール、電話、ショートメッセージ

等の方式を用いて当事者に告知することもで

きる。確定された口頭審理の日時と場所は、

通常、変更しないが、特別な事情で変更する

必要がある場合には、当事者双方の合意又は

部門責任者の承認が必要である。当事者は、
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せず、かつ口頭審理に参加しない場合、当該

無効宣告請求は取下げられたものとみなし、

無効宣告請求審査手続を終了する。ただし、

専利復審委員会が、すでに行われた審査に基

づいて、専利権の無効又は一部無効の宣告決

定を行うことができると判断した場合を除

く。専利権者が口頭審理に参加しない場合、

欠席審理を行うことができる。 

復審手続において口頭審理を実施する確か

な必要性がある場合、合議体は復審請求人に

対して口頭審理通知書を発行して、口頭審理

の日時、場所及び口頭審理で調査する予定事

項を通知しなければならない。専利出願につ

いて、専利法及びその実施細則の関連規定に

合致していないと合議体が判断した場合、口

頭審理通知書とともに、当該専利出願が専利

法及びその実施細則の関連規定に合致してい

ない具体的な事実、理由、証拠を復審請求人

に告知することができる。 

合議体は、口頭審理通知書において、口頭

審理に参加して口頭答弁を行うか又は指定の

認が必要である。当事者は、口頭審理通知を

受け取った日から 7 日以内で指定された回答

期間内に専利復審委員会に口頭審理通知書受

領書を提出し、口頭審理に参加するか否かを

明示しなければならない。期間が満了になっ

ても回答がない場合は、口頭審理に参加しな

いものとみなす。ただし、無効宣告口頭審理

の法廷当事者が出席する場合を除く。期間が

満了になっても、無効宣告請求人が受領書を

提出せず、かつ口頭審理に参加しない場合、

当該無効宣告請求は取下げられたものとみな

し、無効宣告請求審査手続を終了する。ただ

し、専利復審委員会合議体が、すでに行われ

た審査に基づいて、専利権の無効又は一部無

効の宣告決定を行うことができると判断した

場合を除く。専利権者が口頭審理に参加しな

い場合、欠席審理を行うことができる。 

復審手続において口頭審理を実施する確か

な必要性がある場合、合議体は復審請求人に

対して口頭審理通知書を発行して、口頭審理

の日時、場所及び口頭審理で調査する予定事

口頭審理通知で指定された回答期間内に受領

書を提出し、口頭審理に参加するか否かを明

示しなければならない。期間が満了になって

も回答がない場合は、口頭審理に参加しない

ものとみなす。ただし、無効宣告口頭審理の

法廷当事者が出席する場合を除く。期間が満

了になっても、無効宣告請求人が受領書を提

出せず、かつ口頭審理に参加しない場合、当

該無効宣告請求は取下げられたものとみな

し、無効宣告請求審査手続を終了する。ただ

し、すでに行われた審査に基づいて、専利権

の無効又は一部無効の宣告決定を行うことが

できると判断した場合を除く。専利権者が口

頭審理に参加しない場合、欠席審理を行うこ

とができる。 

復審手続において口頭審理を実施する確か

な必要性がある場合、合議体は復審請求人に

対して口頭審理通知書を発行して、口頭審理

の日時、場所及び口頭審理で調査する予定事

項を通知しなければならない。専利出願につ

いて、専利法及びその実施細則の関連規定に
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期限までに書面による意見陳述を行うかを選

択することができる旨を復審請求人に告知し

なければならない。復審請求人は、口頭審理

通知書を受け取った日から 7 日以内に、専利

復審委員会に対して口頭審理通知書の受領書

を提出するとともに、当該受領書において口

頭審理に参加するか否かを明示しなければな

らない。期間が満了になっても、受領書の提

出がない場合、口頭審理に参加しないものと

みなす。 

口頭審理通知書において、当該専利出願に

おける専利法及びその実施細則と審査指南の

関連規定に合致していない具体的な事実、理

由、証拠を告知していた場合であって、復審

請求人が口頭審理に出廷しておらず、指定の

期限までに書面による意見陳述も行っていな

いときは、当該復審請求については取下げら

れたものとみなす。 

無効宣告手続又は復審手続の口頭審理通知

書の受領書については、当事者の署名又は押

印がなければならない。口頭審理に参加する

項を通知しなければならない。専利出願につ

いて、専利法及びその実施細則の関連規定に

合致していないと合議体が判断した場合、口

頭審理通知書とともに、当該専利出願が専利

法及びその実施細則の関連規定に合致してい

ない具体的な事実、理由、証拠を復審請求人

に告知することができる。 

合議体は、口頭審理通知書において、口頭

審理に参加して口頭答弁を行うか又は指定の

期限までに書面による意見陳述を行うかを選

択することができる旨を復審請求人に告知し

なければならない。復審請求人は、口頭審理

通知書を受け取った日から 7 日以内で指定さ

れた回答期間内に専利復審委員会に対して口

頭審理通知書の受領書を提出するとともに、

当該受領書において口頭審理に参加するか否

かを明示しなければならない。期間が満了に

なっても、受領書の提出がない場合、口頭審

理に参加しないものとみなす。 

口頭審理通知書において、当該専利出願に

おける専利法及びその実施細則と審査指南の

合致していないと合議体が判断した場合、口

頭審理通知書とともに、当該専利出願が専利

法及びその実施細則の関連規定に合致してい

ない具体的な事実、理由、証拠を復審請求人

に告知することができる。 

合議体は、口頭審理通知書において、口頭

審理に参加して口頭答弁を行うか又は指定の

期限までに書面による意見陳述を行うかを選

択することができる旨を復審請求人に告知し

なければならない。復審請求人は口頭審理通

知書で指定された回答期間内に口頭審理通知

書の受領書を提出するとともに、当該受領書

において口頭審理に参加するか否かを明示し

なければならない。期間が満了になっても、

受領書を提出しない場合、口頭審理に参加し

ないものとみなす。 

口頭審理通知書において、当該専利出願に

おける専利法及びその実施細則と審査指南の

関連規定に合致していない具体的な事実、理

由、証拠を告知していた場合であって、復審

請求人が口頭審理に出廷しておらず、指定の
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旨を表明した場合、口頭審理参加者の氏名を

明記しなければならない。証言をする証人が

当該証言について出廷証言することを求める

場合、口頭審理通知書の受領書においてその

旨を宣言し、かつ当該証人の氏名、勤め先

（又は職業）、証明したい事実を明記しなけ

ればならない。 

口頭審理に参加する各当事者及びその代理

人の数は、4 名を超えてはならない。受領書

に明記した口頭審理参加者が 4 名以下である

場合、口頭審理の開始前にその他の者を指定

して口頭審理に参加させることができる。口

頭審理参加者が複数いる場合、そのうちの 1

人を主要な発言をする第一発言者として指定

しなければならない。 

当事者が指定日に口頭審理に参加できない

場合、専利代理人又はその他の者に出廷を代

行させることができる。 

当事者が、専利法 19 条の規定に基づいて専

利代理機構に代行を委託した場合、当該機構

は専利代理人を指定し、口頭審理に参加させ

関連規定に合致していない具体的な事実、理

由、証拠を告知していた場合であって、復審

請求人が口頭審理に出廷しておらず、指定の

期限までに書面による意見陳述も行っていな

いときは、当該復審請求については取下げら

れたものとみなす。 

無効宣告手続又は復審手続において、口頭

審理通知で指定される回答期限は、通常、7

日を超えないものとなる。口頭審理通知書の

受領書については、当事者の署名又は押印が

なければならない。口頭審理に参加する旨を

表明した場合、口頭審理参加者の氏名を明記

しなければならない。証言をする証人が当該

証言について出廷証言することを求める場

合、口頭審理通知書の受領書においてその旨

を宣言し、かつ当該証人の氏名、勤め先（又

は職業）、証明したい事実を明記しなければ

ならない。 

口頭審理に参加する各当事者及びその代理

人の数は、4 名を超えてはならない。受領書

に明記した口頭審理参加者が 4 名以下である

期限までに書面による意見陳述も行っていな

いときは、当該復審請求については取下げら

れたものとみなす。 

無効宣告手続又は復審手続において、口頭

審理通知で指定される回答期限は、通常、7

日を超えないものとなる。口頭審理通知の受

領書については、当事者の署名又は押印がな

ければならない。口頭審理に参加する旨を表

明した場合、口頭審理参加者の氏名を明記し

なければならない。証言をする証人が当該証

言について出廷証言することを求める場合、

口頭審理通知の受領書においてその旨を宣言

し、かつ当該証人の氏名、勤め先（又は職

業）、証明したい事実を明記しなければなら

ない。 

口頭審理に参加する各当事者及びその代理

人の数は、4 名を超えてはならない。受領書

に明記した口頭審理参加者が 4 名以下である

場合、口頭審理の開始前にその他の者を指定

して口頭審理に参加させることができる。口

頭審理参加者が複数いる場合、そのうちの 1
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なければならない。 場合、口頭審理の開始前にその他の者を指定

して口頭審理に参加させることができる。口

頭審理参加者が複数いる場合、そのうちの 1

人を主要な発言をする第一発言者として指定

しなければならない。 

当事者が指定日に口頭審理に参加できない

場合、専利代理人又はその他の者に出廷を代

行させることができる。 

当事者が専利法 198 条の規定に基づいて専

利代理機構に代行を委託した場合、当該機構

は専利代理人師を指定し、口頭審理に参加さ

せなければならない。 

人を主要な発言をする第一発言者として指定

しなければならない。 

当事者が専利法 18 条の規定に基づいて専利

代理機構に代行を委託した場合、当該機構は

専利代理師を指定し、口頭審理に参加させな

ければならない。 

第四部分第四章  

5. 口頭審理の進行 

口頭審理は、通知書で指定される日時に従

って行う。 

口頭審理は、国の法令、法規などの規定に

より、秘密保持が必要な場合を除いて、公開

で行わなければならない。 

5.1口頭審理の第一段階 

…… 

第四部分第四章  

5.口頭審理の進行 

口頭審理は、通知書で指定される日時に従

って行う。 

口頭審理は、国の法令、法規などの規定に

より、秘密保持が必要な場合を除いて、公開

で行わなければならない。 

口頭審理は、通常、合議体のグループ長が

主宰する。審理事実がはっきりしており、係

第四部分第四章  

5.口頭審理の進行 

口頭審理は、通知書で指定される日時に従

って行う。 

口頭審理は、国の法令、法規などの規定に

より、秘密保持が必要な場合を除いて、公開

で行わなければならない。 

口頭審理は、通常、合議体のグループ長が

主宰する。審理事実がはっきりしており、係
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口頭審理においては、合議体のグループ長

が進行を務める。合議体のグループ長は、口

頭審理の開始を告げた後に、合議体メンバー

を紹介し、当事者が口頭審理の参加者を紹介

する。当事者双方が出廷している場合、相手

方の参加者の適格性に係る異議の有無につい

て当事者双方に確認しなければならない。合

議体のグループ長は、当事者の権利・義務を

朗読し、審理要員の忌避を要請するか否か、

証人の証言及び物証のデモンストレーション

を要請するか否かについて当事者に確認す

る。 

…… 

5.3口頭審理の第三段階 

……当事者が口頭審理の弁論の過程におい

て、事前に提出していた調査を受けていない

事実又は証拠を再提出した場合、合議体のグ

ループ長は、弁論の中止、口頭審理の調査の

再開を宣言することができる。調査の終了後

に、口頭審理の弁論を継続する。 

当事者双方の弁論での意見発表が終了した

争の焦点が明確である簡単な案件について

は、合議体の合意を経て、主審員が合議体を

代表して出席し、口頭審理を主宰することも

できる。 

5.1口頭審理の第一段階 

…… 

口頭審理においては、合議体のグループ長

が進行を務める。合議体のグループ長は、口

頭審理の開始を告げた後に、合議体メンバー

を紹介し、当事者が口頭審理の参加者を紹介

する。当事者双方が出廷している場合、相手

方の参加者の適格性に係る異議の有無につい

て当事者双方に確認しなければならない。合

議体のグループ長は、当事者の権利・義務を

朗読し、審理要員の忌避を要請するか否か、

証人の証言及び物証のデモンストレーション

を要請するか否かについて当事者に確認す

る。 

…… 

5.3口頭審理の第三段階 

……当事者が口頭審理の弁論の過程におい

争の焦点が明確である簡単な案件について

は、合議体の合意を経て、主審員が合議体を

代表して出席し、口頭審理を主宰することも

できる。 

5.1口頭審理の第一段階 

…… 

合議体は、口頭審理の開始を告げた後に、

合議体メンバーを紹介し、当事者が口頭審理

の参加者を紹介する。当事者双方が出廷して

いる場合、相手方の参加者の適格性に係る異

議の有無について当事者双方に確認しなけれ

ばならない。合議体は、当事者の権利・義務

を朗読し、審理要員の忌避を要請するか否

か、証人の証言及び物証のデモンストレーシ

ョンを要請するか否かについて当事者に確認

する。 

…… 

5.3口頭審理の第三段階 

……当事者が口頭審理の弁論の過程におい

て、事前に提出していた調査を受けていない

事実又は証拠を再提出した場合、合議体は、



— 26 — 

後、合議体のグループ長は弁論の終結を宣言

し、当事者双方は最後の意見陳述を行う。最

後の意見陳述の際、無効宣告請求人は、元の

無効宣告請求を維持することも、無効宣告請

求の取下げを請求することもでき、さらに無

効宣告請求理由の一部及び対応した証拠を放

棄することも、無効宣告請求の範囲を縮小す

ることもできる。専利権者は、無効宣告請求

人による無効宣告請求の却下要求を堅持する

ことも、専利の保護の範囲の縮小又は請求項

の一部の放棄を宣言することもできる。その

後、前記方法により、改めて和解関連事項の

処理をする。 

…… 

5.4 口頭審理の第四段階 

合議体は、口頭審理の過程において、案件

の状況に応じ、休廷合議することができる。 

合議体のグループ長は、一時休廷を宣言

し、合議体で合議を行う。その後、合議体の

グループ長は、口頭審理を再開し、口頭審理

の結論を宣言する。…… 

て、事前に提出していた調査を受けていない

事実又は証拠を再提出した場合、合議体のグ

ループ長は、弁論の中止、口頭審理の調査の

再開を宣言することができる。調査の終了後

に、口頭審理の弁論を継続する。 

当事者双方の弁論での意見発表が終了した

後、合議体のグループ長は弁論の終結を宣言

し、当事者双方は最後の意見陳述を行う。最

後の意見陳述の際、無効宣告請求人は、元の

無効宣告請求を維持することも、無効宣告請

求の取下げを請求することもでき、さらに無

効宣告請求理由の一部及び対応した証拠を放

棄することも、無効宣告請求の範囲を縮小す

ることもできる。専利権者は、無効宣告請求

人による無効宣告請求の却下要求を堅持する

ことも、専利保護の範囲の縮小又は請求項の

一部若しくは全部の放棄を宣言することもで

きる。その後、前記方法により、改めて和解

関連事項の処理をする。 

…… 

5.4口頭審理の第四段階 

弁論の中止、口頭審理の調査の再開を宣言す

ることができる。調査の終了後に、口頭審理

の弁論を継続する。 

当事者双方の弁論での意見発表が終了した

後、合議体は弁論の終結を宣言し、当事者双

方は最後の意見陳述を行う。最後の意見陳述

の際、無効宣告請求人は、元の無効宣告請求

を維持することも、無効宣告請求の取下げを

請求することもでき、さらに無効宣告請求理

由の一部及び対応した証拠を放棄すること

も、無効宣告請求の範囲を縮小することもで

きる。専利権者は、無効宣告請求人による無

効宣告請求の却下要求を堅持することも、専

利保護の範囲の縮小又は請求項の一部若しく

は全部の放棄を宣言することもできる。その

後、前記方法により、改めて和解関連事項の

処理をする。 

…… 

5.4口頭審理の第四段階 

合議体は、口頭審理の過程において、案件

の状況に応じ、休廷合議することができる。 
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6. 口頭審理の中止 

以下に掲げる状況のいずれか 1 つに該当す

る場合、合議体のグループ長は、口頭審理の

中止を宣言し、必要な時に口頭審理を継続す

る日時を確定することができる。 

…… 

7. 口頭審理の終了 

…… 

合議体がその場で審査決定の結論を宣言し

ない場合、合議体のグループ長は、簡潔な説

明を行う。 

前述の 3 つの状況のいずれにおいても、合

議体のグループ長が口頭審理の終了を宣言す

る。その後、一定の期間内に、決定の全文を

書面形式で当事者に送付するものとする。 

…… 

11. 記録 

口頭審理においては、書記官又は合議体の

グループ長から指定された合議体メンバーが

記録を取る。記録役を務める者は、重要な審

理事項を口頭審理の文書記録に記入しなけれ

合議体は、口頭審理の過程において、案件

の状況に応じ、休廷合議することができる。 

合議体のグループ長は、一時休廷を宣言

し、合議体で合議を行う。その後、合議体の

グループ長は、口頭審理を再開し、口頭審理

の結論を宣言する。…… 

6. 口頭審理の中止 

以下に掲げる状況のいずれか 1 つに該当す

る場合、合議体のグループ長は、口頭審理の

中止を宣言し、必要な時に口頭審理を継続す

る日時を確定することができる。 

…… 

7. 口頭審理の終了 

…… 

合議体がその場で審査決定の結論を宣言し

ない場合には、合議体のグループ長は、簡潔

な説明を行う必要がある。 

前述の 3 つの状況のいずれにおいても、合

議体のグループ長が口頭審理の終了を宣言す

る。その後、一定の期間内に、決定の全文を

書面形式で当事者に送付するものとする。 

合議体は、一時休廷を宣言し、合議を行

う。その後、合議体は、口頭審理を再開し、

口頭審理の結論を宣言する。…… 

6. 口頭審理の中止 

以下に掲げる状況のいずれか 1 つに該当す

る場合、合議体は、口頭審理の中止を宣言

し、必要な時に口頭審理を継続する日時を確

定することができる。 

…… 

7. 口頭審理の終了 

…… 

合議体がその場で審査決定の結論を宣言し

ない場合には、簡潔な説明を行う必要があ

る。 

前述の 3 つの状況のいずれにおいても、合

議体が口頭審理の終了を宣言する。その後、

一定の期間内に、決定の全文を書面形式で当

事者に送付するものとする。 

…… 

11. 記録 

口頭審理においては、書記官又は合議体の
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ばならない。合議体は文書記録に加え、録音

や録画装置を利用して記録を取ることもでき

る。 

合議体は、重要な審理事項の記録が完了し

た後、又は口頭審理が終了した際に、文書記

録を当事者に閲覧させなければならない。文

書記録における誤りについて、当事者は記録

者に修正を要請する権利を有する。文書記録

に誤りがないことを確認した後に、当事者が

署名し、案件ファイルに入れて保管しなけれ

ばならない。当事者が署名を拒否した場合、

合議体のグループ長は、口頭審理の文書記録

にその旨を明記する。 

…… 

13.当事者の権利と義務 

合議体のグループ長は、口頭審理の開始段

階において、口頭審理における権利と義務を

当事者に告知しなければならない。 

（1）当事者の権利 

当事者は、審理要員の忌避を要請する権利

を有する。無効宣告手続の当事者は、相手当

…… 

11. 記録 

口頭審理においては、書記官又は合議体の

グループ長から指定された合議体メンバーが

記録を取る。記録役を務める者は、重要な審

理事項を口頭審理の文書記録に記入記録しな

ければならない。合議体は文書記録に加え、

録音や録画装置を利用して記録を取ることも

できる。合議体は文書記録、録音又は録画等

の方式により記録することができる。記録内

容は、合議体が表決を行う上での重要な根拠

となるものである。 

合議体は、重要な審理事項の記録が完了し

た後、又は口頭審理が終了した際に、文書記

録を当事者に閲覧させなければならない。文

書記録における誤りについて、当事者は記録

者に修正を要請する権利を有する。文書記録

に誤りがないことを確認した後に、当事者が

署名し、案件ファイルに入れて保管しなけれ

ばならない。当事者が署名を拒否した場合、

合議体のグループ長は、口頭審理の文書記録

グループ長から指定された合議体メンバーが

記録を取る。記録役を務める者は、重要な審

理事項を記録しなければならない。合議体は

文書記録、録音又は録画等の方式により記録

することができる。記録内容は、合議体が表

決を行う上での重要な根拠となるものであ

る。 

合議体は、重要な審理事項の記録が完了し

た後、又は口頭審理が終了した際に、文書記

録を当事者に閲覧させなければならない。文

書記録における誤りについて、当事者は記録

者に修正を要請する権利を有する。文書記録

に誤りがないことを確認した後に、当事者が

署名し、案件ファイルに入れて保管しなけれ

ばならない。当事者が署名を拒否した場合、

合議体は、口頭審理の文書記録にその旨を明

記する。 

…… 

13.当事者の権利と義務 

合議体は、口頭審理の開始段階において、

口頭審理における権利と義務を当事者に告知
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事者と和解する権利を有し、口頭審理におい

て、証言を行った証人がその証言について出

廷し、証言を行うことや物証のデモンストレ

ーションの実施を要請する権利を有し、弁論

する権利を有する。無効宣告請求人は、無効

宣告請求の取下げや無効宣告請求理由の一部

及び対応した証拠の放棄、無効宣告請求範囲

の縮小を請求する権利を有する。専利権者

は、請求項の一部及び提供した関連証拠を放

棄する権利を有する。復審請求人は、復審請

求を取下げる権利を有し、補正文書を提出す

る権利を有する。 

（2）当事者の義務 

当事者は口頭審理規則を順守し、口頭審理

の秩序を維持しなければならない。発言する

際に、合議体のグループ長の許可を得なけれ

ばならず、いずれの当事者も相手当事者の発

言を遮ってはならない。事実を掲げ、筋道を

立てて弁論しなければならない。発言や弁論

は、合議体に指定された案件の審理に関連し

ている範囲のみに限定される。当事者は自分

にその旨を明記する。 

…… 

13.当事者の権利と義務 

合議体のグループ長は、口頭審理の開始段

階において、口頭審理における権利と義務を

当事者に告知しなければならない。 

（1）当事者の権利 

当事者は、審理要員の忌避を要請する権利

を有する。無効宣告手続の当事者は、相手当

事者と和解する権利を有し、口頭審理におい

て、証言を行った証人がその証言について出

廷し、証言を行うことや物証のデモンストレ

ーションの実施を要請する権利を有し、弁論

する権利を有する。無効宣告請求人は、無効

宣告請求の取下げや無効宣告請求理由の一部

及び対応した証拠の放棄、無効宣告請求範囲

の縮小を請求する権利を有する。専利権者

は、請求項の一部又は全部及び提供した関連

の証拠を放棄する権利を有する。復審請求人

は、復審請求を取下げる権利を有し、補正文

書を提出する権利を有する。 

しなければならない。 

（1）当事者の権利 

当事者は、審理要員の忌避を要請する権利

を有する。無効宣告手続の当事者は、相手当

事者と和解する権利を有し、口頭審理におい

て、証言を行った証人がその証言について出

廷し、証言を行うことや物証のデモンストレ

ーションの実施を要請する権利を有し、弁論

する権利を有する。無効宣告請求人は、無効

宣告請求の取下げや無効宣告請求理由の一部

及び対応した証拠の放棄、無効宣告請求範囲

の縮小を請求する権利を有する。専利権者

は、請求項の一部又は全部及び提供した関連

の証拠を放棄する権利を有する。復審請求人

は、復審請求を取下げる権利を有し、補正文

書を提出する権利を有する。 

（2）当事者の義務 

当事者は口頭審理規則を順守し、口頭審理

の秩序を維持しなければならない。発言する

際に、合議体の許可を得なければならず、い

ずれの当事者も相手当事者の発言を遮っては
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の主張に対して挙証責任があり、相手方の主

張に反駁するには、理由を説明しなければな

らない。口頭審理の間、合議体の許可を得ず

に途中退室してはならない。 

（2）当事者の義務 

当事者は口頭審理規則を順守し、口頭審理

の秩序を維持しなければならない。発言する

際に、合議体のグループ長の許可を得なけれ

ばならず、いずれの当事者も相手当事者の発

言を遮ってはならない。事実を掲げ、筋道を

立てて弁論しなければならない。発言や弁論

は、合議体に指定された案件の審理に関連す

る範囲のみに限定される。当事者は自分の主

張に対して挙証責任があり、相手方の主張に

反駁するには、理由を説明しなければならな

い。口頭審理の間、合議体の許可を得ずに途

中退室してはならない。 

ならない。事実を掲げ、筋道を立てて弁論し

なければならない。発言や弁論は、合議体に

指定された案件の審理に関連する範囲のみに

限定される。当事者は自分の主張に対して挙

証責任があり、相手方の主張に反駁するに

は、理由を説明しなければならない。口頭審

理の間、合議体の許可を得ずに途中退室して

はならない。 

第四部分第八章 

2.2.1 外国語の証拠の提出 

……当事者双方が翻訳の委託について合意

していない場合、専利復審委員会は、自ら翻

訳専門機関に翻訳を委託することができる。

翻訳の委託に必要な費用については当事者双

方が各々50％を負担する。翻訳費用の支払を

拒否する場合、相手当事者が提出した中国語

第四部分第八章 

2.2.1 外国語の証拠の提出 

……当事者双方が翻訳の委託について合意

していない場合、専利復審委員会復審及び無

効審理部は、自ら翻訳専門機関に翻訳を委託

を指定することができる。、翻訳の委託に翻

訳に必要な費用については当事者双方が各々

50％を負担する。指定又は翻訳費用の支払い

第四部分第八章 

2.2.1 外国語の証拠の提出 

……当事者双方が翻訳の委託について合意

していない場合、復審及び無効審理部は、翻

訳専門機関を指定することができ、翻訳に必

要な費用については当事者双方が各々50％を

負担する。指定又は翻訳費用の支払いを拒否

した場合、相手方当事者が提出した中国語訳
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訳文が正確であることを認めたものとみな

す。 

を拒否した場合、相手方当事者が提出した中

国語訳文が正確であることを認めたものとみ

なす。 

文が正確であることを認めたものとみなす。 

 

 

出所：国家知識産権局ホームページ: 

https://www.cnipa.gov.cn/art/2022/10/31/art_75_180016.html 
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